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◇熊本県議会委員会条例の一部を改正する条例
１ 総務常任委員会の所管事項について、「総合政策局に関する事項」を「知事公

室に関する事項」に、「地域振興部に関する事項」を「企画振興部に関する事項」
に改めることとした。

２ この条例は、平成２２年４月１日から施行することとした。

◇熊本県税条例の一部を改正する条例
１ 法人県民税

清算所得の廃止に伴う所要の措置を講ずることとした。（第３７条、附則第１
４条関係）

２ 法人事業税
清算所得の廃止に伴う所要の措置を講ずることとした。（第４０条、第４１条、

第４３条、附則第６条の３関係）
３ 不動産取得税

(１) 新築住宅を宅地建物取引業者等が取得したものとみなす日を住宅新築の
日から１年（本則６月）を経過した日に緩和する特例措置の適用期限を平成
２４年３月３１日まで延長することとした。（附則第６条の７関係）

(２) 新築住宅特例適用住宅用土地に係る税額の減額措置について、土地取得後
の住宅新築までの経過年数要件（本則２年）を３年（本則２年）緩和する特
例措置の適用期限を平成２４年３月３１日まで延長することとした。（附則
第６条の７関係）

(３) 長期優良住宅の普及の促進に関する法律に規定する認定長期優良住宅の
新築に係る課税標準を１，３００万円（本則１，２００万円）とする特例措
置の適用期限を平成２４年３月３１日まで延長することとした。(附則第７
条関係)

４ 県たばこ税
(１) 県たばこ税の税率を、平成２２年１０月１日以後に売渡し等が行われた製

造たばこについて、１，０００本につき４３０円引き上げることとした。（第
６５条関係）

(２) 旧３級品の紙巻きたばこに係る県たばこ税の税率を、平成２２年１０月１
日以後に売渡し等が行われた製造たばこに限り、１，０００本につき２０５
円引き上げることとした。（附則第８条の２関係）

５ 自動車取得税
(１) 当分の間の措置として、自家用の自動車で軽自動車以外のものの取得に対

して課する税率を１００分の５とする措置を講ずることとした。（附則第８
条の３関係）

(２) 環境への負荷の少ない自動車で新規登録を受けるものの取得に対して、平
成２１年４月１日から平成２４年３月３１日までの間の措置として講じられ
ている税率の引下げの特例措置について、車両総重量が２．５トンを超え、
３．５トン以下のバス・トラックのうち、一定の排出ガス性能及び燃費性能
を備えたものを追加することとした。（附則第８条の３関係）

(３) ディーゼル車で新規登録等を受けるもの以外の取得に係る税率の特例措
置について、軽減対象を拡充し、その適用期限を延長することとした。（附
則第８条の３関係）
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熊本県議会委員会条例の一部を改正する条例をここに公布する。
平成２２年３月３１日

熊本県知事 蒲 島 郁 夫
熊本県条例第２６号

熊本県議会委員会条例の一部を改正する条例
熊本県議会委員会条例（昭和３１年熊本県条例第５１号）の一部を次のように改正する。
第２条第１号中「総合政策局」を「知事公室」に、「地域振興部」を「企画振興部」に

改める。
附 則

この条例は、平成２２年４月１日から施行する。

(４) 排出ガス性能及び燃費性能の優れた自動車で新規登録等を受けるもの以
外の取得に係る課税標準の特例措置について、り軽減対象を拡充し、その適
用期限を平成２４年３月３１日まで延長することとした。（附則第８条の３
関係）

(５) 政府の補助を受けて一般乗合旅客運送事業を経営する者が取得する一定
の一般乗合バスに係る非課税措置について、その適用期限を平成２４年３月
３１日まで延長することとした。（附則第８条の３関係）

６ 軽油引取税
(１) 当分の間の措置として、税率を１キロリットルにつき３２，１００円とす

る措置を講ずることとした。（附則第８条の４関係）
(２) 揮発油税及び地方揮発油税の税率の特例の適用が停止される場合における

軽油引取税の税率の特例の適用停止等の措置を講ずることとした。
７ 自動車税

排出ガス性能及び燃費性能の優れた環境負荷の小さい自動車は税率を軽減し、
新車新規登録から一定年数を経過した環境負荷の大きい自動車は税率を重くする
特例措置について、軽減対象の見直しを行ったうえ、以下の措置を講ずることと
した。（附則第９条関係）

(１) 環境負荷の小さい自動車
登録の翌年度に税率の概ね１００分の５０を軽減することとした。

(２) 環境負荷の大きい自動車
新車新規登録から一定の年数を経過した自動車税率の概ね１００分の１０を

重課する特例措置を講ずることとした。
８ この条例は、平成２２年４月１日から施行する。ただし、１、２、４について

は、平成２２年１０月１日から施行することとした。
９ この条例の施行に関し、必要な経過措置を定めることとした。

◇熊本県工場等設置奨励条例及び熊本県税特別措置条例の一部を改正する条例
１ 熊本県工場等設置奨励条例の一部改正【第１条】

(１) 農村工業等導入地区に関する規定を削除することとした。（第２条第３号、
第３条第１項第２号関係）

２ 熊本県税特別措置条例の一部改正【第２条】
(１) 過疎地域における県税の課税免除の対象となる取得期限を「平成２２年３

月３１日まで」から「平成２３年３月３１日まで」に延長することとした。
（第４条の２関係）

(２) 農村工業等導入地区に関する規定を削除することとした。（第４条の３関
係）

(３) 中心市街地における県税の不均一課税の対象となる認定基本計画の公表
日を「平成２２年３月３１日まで」から「平成２４年３月３１日まで」に延
長することとした。（第４条の１２関係）

３ この条例は、平成２２年４月１日から施行することとした。（附則第１項関係）
４ この条例の施行に関し必要な経過措置を定めることとした。（附則第２項、第

３項関係）

◇県立学校の授業料等徴収条例の一部を改正する条例
１ 公立高等学校の平成２２年度以降に係る授業料について徴収を猶予すること

とした。ただし、高等学校専攻科の授業料については、この限りでないこととし
た。（附則第３項関係）

２ この条例は、平成２２年４月１日から施行することとした。

条 例
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 熊本県税条例の一部を改正する条例をここに公布する。 
  平成２２年３月３１日 
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
熊本県条例第２７号 
   熊本県税条例の一部を改正する条例                     
 熊本県税条例（昭和２９年熊本県条例第２８号）の一部を次のように改正する。 
 第３７条第２項第３号中「解散」の次に「（合併による解散を除く。）」を加え、同号
を同項第４号とし、同項第２号を削り、同項第１号の３を同項第３号とし、同項第１号の
２を同項第２号とし、同条第３項中「同項第１号の２」を「同項第２号」に、「同項第１
号の３」を「同項第３号」に改め、「、同項第２号の均等割額の算定期間」を削り、「同
項第３号」を「同項第４号」に改め、同条第４項中「第２号」を「第３号」に、「第２項
第１号の２」を「第２項第２号」に改める。 
 第３８条中「、第５項」を削り、「第２４項」を「第１９項」に、「第２７項」を「第
２２項」に改める。 
 第４０条第１項第１号ウ及び第４項中「及び清算所得」を削る。 
 第４１条第１項第１号ウ中「又は清算所得」を削り、同号ウの表中「及び清算所得」を
削り、同項第２号中「又は清算所得」を削り、同号の表中「及び清算所得」を削り、同項
第３号中「又は清算所得」を削り、同号の表中「及び清算所得」を削り、同条第３項中「 
及び清算所得」を削る。 
 第４３条第１項中「若しくは収入割又は清算所得に係る所得割」を「又は収入割」に改
め、同項第５号中「（当該期間内に残余財産の最後の分配又は引渡しが行われるときは、
当該事業年度終了の日からその最後の分配又は引渡しの行われる日の前日まで）」を削り、
同項第６号を削り、同項第７号中「法第７２条の３１第１項」を「法第７２条の２９第３
項」に、「確定した日」を「確定の日の属する事業年度終了の日」に改め、同号を同項第
６号とする。 
 第６５条中「１，０７４円」を「１，５０４円」に改める。 
 第１０８条中「第６２条第１項の検査を申請しようとする」を「第６２条第２項（同法
第６７条第４項において準用する場合を含む。）の規定により自動車検査証の返付を受け
ようとする」に改める。 
 附則第６条の３中「及び清算所得」を削る。 
 附則第６条の７及び附則第７条中「平成２２年３月３１日」を「平成２４年３月３１日」
に改める。 
 附則第８条の２中「５１１円」を「７１６円」に改める。 
 附則第８条の３の見出しを「（自動車取得税の非課税）」に改め、同条第１項中「平成
２２年３月３１日」を「平成２４年３月３１日」に改め、同条第２項中「第６項」を「次
条第４項」に、「第７項各号」を「同条第５項各号」に、「第８項」を「同条第６項」に、
「第９項各号」を「同条第７項各号」に、「第１０項第３号」を「同条第８項第３号ア」
に、「以下この条」を「次条及び附則第８条の３の４」に改め、同条第３項から第１４項
までを削り、同条の次に次の３条を加える。 
 （自動車取得税の税率の特例） 
第８条の３の２ 自家用の自動車（第８４条第１項の自動車をいう。以下この条から附則

第８条の３の４までにおいて同じ。）で軽自動車（道路運送車両法第３条の軽自動車を
いう。）以外のものの取得に対して課する自動車取得税の税率は、第８７条の規定にか
かわらず、当分の間、１００分の５とする。 

２ 第８項第１号、第２号若しくは第３号イに掲げる軽油自動車又は附則第８条の３の４
第１項に規定する第一種省エネルギー自動車で初めて新規登録等を受けるものの取得（ 
前条第２項の規定の適用がある場合の自動車の取得を除く。）に対して課する自動車取
得税の税率は、当該取得が平成２４年３月３１日までに行われたときに限り、第８７条
及び前項の規定にかかわらず、当該取得についてこの項の規定の適用がないものとした
場合に適用されるべき同条又は前項に定める率に４分の１を乗じて得た率とする。 

３ 次に掲げる自動車で初めて新規登録等を受けるものの取得（前条第２項又は前項の規
定の適用がある場合の自動車の取得を除く。）に対して課する自動車取得税の税率は、
当該取得が平成２４年３月３１日までに行われたときに限り、第８７条及び第１項の規
定にかかわらず、当該取得についてこの項の規定の適用がないものとした場合に適用さ
れるべき同条又は第１項に定める率に２分の１を乗じて得た率とする。 
(1) 道路運送車両法第４０条第３号に規定する車両総重量（以下この条及び附則第８条

の３の４において「車両総重量」という。）が３．５トンを超える軽油自動車（軽油
を内燃機関の燃料とする自動車をいう。第８項において同じ。）のうち、次のいずれ
にも該当するもので省令附則第４条の５第１項に規定するもの 
ア 道路運送車両法第４１条の規定により平成１７年１０月１日以降に適用されるべ

きものとして定められた自動車排出ガスに係る保安上又は公害防止その他の環境保
全上の技術基準（以下この条及び附則第８条の３の４第１項第１号において「排出
ガス保安基準」という。）で省令附則第４条の５第２項に規定するもの（以下この
号において「平成１７年重量車排出ガス保安基準」という。）に適合すること。 

イ 窒素酸化物又は粒子状物質の排出量が平成１７年重量車排出ガス保安基準に定め
る窒素酸化物又は粒子状物質の値の１０分の９を超えないこと。 

ウ エネルギーの使用の合理化に関する法律（昭和５４年法律第４９号）第８０条第
１号に規定するエネルギー消費効率（以下この条及び附則第８条の３の４において



 平成 22 年 3 月 31 日 水曜     熊 本 県 公 報           号外 第８号 4 

「エネルギー消費効率」という。）が同法第７８条第１項の規定により定められる
製造事業者等の判断の基準となるべき事項を勘案して省令附則第４条の５第３項各 

 号に規定するエネルギー消費効率（以下この条及び附則第８条の３の４において
「基準エネルギー消費効率」という。）以上であること。 

(2) 附則第８条の３の４第２項に規定する第二種省エネルギー自動車 
４ 電気自動車（電気を動力源とする自動車で省令附則第４条の５第４項に規定するもの

をいう。）で初めて新規登録等を受けるもの以外の電気自動車の取得に対して課する自
動車取得税の税率は、当該取得が平成２４年３月３１日までに行われたときに限り、第
８７条及び第１項の規定にかかわらず、当該取得についてこの項の規定の適用がないも
のとした場合に適用されるべき同条又は第１項に定める率から１００分の２．７を控除
した率とする。 

５ 次に掲げる天然ガス自動車（専ら可燃性天然ガスを内燃機関の燃料として用いる自動
車で省令附則第４条の５第５項に規定するものをいう。以下この項において同じ。）で
初めて新規登録等を受けるもの以外の天然ガス自動車の取得に対して課する自動車取得
税の税率は、当該取得が平成２４年３月３１日までに行われたときに限り、第８７条及
び第１項の規定にかかわらず、当該取得についてこの項の規定の適用がないものとした
場合に適用されるべき同条又は第１項に定める率から１００分の２．７を控除した率と
する。 
(1) 車両総重量が３．５トン以下の天然ガス自動車のうち、道路運送車両法第４１条の

規定により平成１７年１０月１日以降に適用されるべきものとして定められた排出ガ
ス保安基準で省令附則第４条の５第６項に規定するもの（以下この号において「平成
１７年天然ガス軽量車基準」という。）に適合し、かつ、窒素酸化物の排出量が平成
１７年天然ガス軽量車基準に定める窒素酸化物の値の４分の１を超えないもので省令
附則第４条の５第７項に規定するもの 

(2) 車両総重量が３．５トンを超える天然ガス自動車のうち、道路運送車両法第４１条
の規定により平成１７年１０月１日以降に適用されるべきものとして定められた排出
ガス保安基準で省令附則第４条の５第８項に規定するもの（以下この号において「平
成１７年天然ガス重量車基準」という。）に適合し、かつ、窒素酸化物の排出量が平
成１７年天然ガス重量車基準に定める窒素酸化物の値の１０分の９を超えないもので
省令附則第４条の５第９項に規定するもの 

６ 充電機能付電力併用自動車（次項に規定する電力併用自動車のうち、動力源として用
いる電気を外部から充電する機能を備えているもので省令附則第４条の５第１０項に規
定するものをいう。）で初めて新規登録等を受けるもの以外の充電機能付電力併用自動
車の取得（前項の規定の適用がある場合の自動車の取得を除く。）に対して課する自動
車取得税の税率は、当該取得が平成２４年３月３１日までに行われたときに限り、第８
７条及び第１項の規定にかかわらず、当該取得についてこの項の規定の適用がないもの
とした場合に適用されるべき同条又は第１項に定める率から１００分の２．４を控除し
た率とする。 

７ 次に掲げる電力併用自動車（内燃機関を有する自動車で併せて電気その他の省令附則
第４条の５第１１項に規定するものを動力源として用いるものであって、廃エネルギー
を回収する機能を備えていることにより大気汚染防止法（昭和４３年法律第９７号）第
２条第１４項に規定する自動車排出ガスの排出の抑制に資するもので省令附則第４条の
５第１２項に規定するものをいう。以下この項において同じ。）で初めて新規登録等を
受けるもの以外の電力併用自動車の取得（前２項の規定の適用がある場合の自動車の取
得を除く。）に対して課する自動車取得税の税率は、当該取得が平成２４年３月３１日
までに行われたときに限り、第８７条及び第１項の規定にかかわらず、当該取得につい
てこの項の規定の適用がないものとした場合に適用されるべき同条又は第１項に定める
率から１００分の１．６（当該電力併用自動車がバス又はトラックである場合にあって
は、１００分の２．７）を控除した率とする。 
(1) 車両総重量が３．５トン以下の電力併用自動車のうち、次のいずれにも該当するも

ので省令附則第４条の５第１３項に規定するもの 
ア 道路運送車両法第４１条の規定により平成１７年１０月１日以降に適用されるべ

きものとして定められた排出ガス保安基準で省令附則第４条の５第１４項に規定す
るもの（以下この号において「平成１７年電力併用軽量車基準」という。）に適合
すること。 

イ 窒素酸化物の排出量が平成１７年電力併用軽量車基準に定める窒素酸化物の値の
４分の１を超えないこと。 

ウ エネルギー消費効率が基準エネルギー消費効率に１００分の１２５を乗じて得た
数値以上であること。 

(2) 車両総重量が３．５トンを超える電力併用自動車のうち、次のいずれにも該当する
もので省令附則第４条の５第１５項に規定するもの 
ア 道路運送車両法第４１条の規定により平成１７年１０月１日以降に適用されるべ

きものとして定められた排出ガス保安基準で省令附則第４条の５第１６項に規定す
るもの（以下この号において「平成１７年電力併用重量車基準」という。）に適合
すること。 

イ 窒素酸化物又は粒子状物質の排出量が平成１７年電力併用重量車基準に定める窒
素酸化物又は粒子状物質の値の１０分の９を超えないこと。 

ウ エネルギー消費効率が基準エネルギー消費効率以上であること。 
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８ 次に掲げる軽油自動車で初めて新規登録等を受けるもの以外の軽油自動車の取得（前
３項又は附則第８条の３の４第１項若しくは第２項の規定の適用がある場合の自動車の
取得を除く。）に対して課する自動車取得税の税率は、当該取得が平成２２年８月３１
日（第２号に掲げる自動車にあっては、平成２３年８月３１日）までに行われたときに
限り、第８７条及び第１項の規定にかかわらず、当該取得についてこの項の規定の適用
がないものとした場合に適用されるべき同条又は第１項に定める率から、第１号又は第
３号イに掲げる軽油自動車にあっては１００分の１を、第２号に掲げる軽油自動車にあ
っては１００分の２（当該取得が平成２２年１０月１日から平成２３年８月３１日まで
の間に行われた場合にあっては、１００分の１）を、第３号アに掲げる軽油自動車にあ
っては１００分の０．５をそれぞれ控除した率とする。 
(1) 車両総重量が１２トンを超える軽油自動車のうち、道路運送車両法第４１条の規定

により平成２１年１０月１日以降に適用されるべきものとして定められた排出ガス保
安基準で省令附則第４条の５第１７項に規定するものに適合し、かつ、エネルギー消
費効率が基準エネルギー消費効率以上のもので省令附則第４条の５第１８項に規定す
るもの 

(2) 車両総重量が３．５トンを超え１２トン以下の軽油自動車のうち、道路運送車両法
第４１条の規定により平成２２年１０月１日以降に適用されるべきものとして定めら
れた排出ガス保安基準で省令附則第４条の５第１９項に規定するものに適合し、かつ、
エネルギー消費効率が基準エネルギー消費効率以上のもので省令附則第４条の５第２
０項に規定するもの 

(3) 車両総重量が３．５トン以下の軽油自動車のうち、次に掲げるもの 
  ア 乗車定員１０人以下の乗用の軽油自動車のうち、道路運送車両法第４１条の規定

により平成２１年１０月１日以降に適用されるべきものとして定められた排出ガス
保安基準で省令附則第４条の５第２１項に規定するもの（以下この号において「平
成２１年軽油軽量車基準」という。）に適合するもの 

イ 車両重量総重量が２．５トンを超えるバス又はトラックのうち、平成２１年軽油
軽量車基準に適合し、かつ、エネルギー消費効率が基準エネルギー消費効率以上の
もので省令附則第４条の５第２２項に規定するもの 

 （自動車取得税の免税点の特例） 
第８条の３の３ 自動車の取得が平成３０年３月３１日までに行われた場合における第９

０条の規定の適用については、同条中「１５０，０００円」とあるのは、「５００，０
００円」とする。 

 （自動車取得税の課税標準の特例） 
第８条の３の４ 次に掲げる自動車（以下この項において「第一種省エネルギー自動車」

という。）で初めて新規登録等を受けるもの以外の第一種省エネルギー自動車の取得（ 
附則第８条の３の２第４項から第７項までの規定の適用がある場合の自動車の取得を
除く。）に係る第８６条第１項の規定の適用については、当該取得が平成２４年３月３
１日までに行われたときに限り、同項中「取得価額」とあるのは、「取得価額から３０
０，０００円を控除して得た額」とする。 
(1) エネルギー消費効率が基準エネルギー消費効率に１００分の１２５を乗じて得た数

値以上の自動車のうち、窒素酸化物の排出量が道路運送車両法第４１条の規定により
平成１７年１０月１日以降に適用されるべきものとして定められた排出ガス保安基準
に定める窒素酸化物の値で省令附則第４条の６第１項に規定するもの（以下この項及
び次項において「平成１７年窒素酸化物排出許容限度」という。）の４分の１を超え
ないもので省令附則第４条の６第２項に規定するもの 

(2) 車両総重量が２．５トンを超え３．５トン以下のバス又はトラックのうち、エネル
ギー消費効率が基準エネルギー消費効率以上で、かつ、窒素酸化物の排出量が平成１
７年窒素酸化物排出許容限度の４分の１を超えないもので省令附則第４条の６第３項
に規定するもの 

２ 次に掲げる自動車（以下この項において「第二種省エネルギー自動車」という。）で 
初めて新規登録等を受けるもの以外の第二種省エネルギー自動車の取得（附則第８条の 
３の２第４項から第７項まで又は前項の規定の適用がある場合の自動車の取得を除く。） 
に係る第８６条第１項の規定の適用については、当該取得が平成２４年３月３１日まで
に行われたときに限り、同項中「取得価額」とあるのは、「取得価額から１５０，００
０円を控除して得た額」とする。 
(1) エネルギー消費効率が基準エネルギー消費効率に１００分の１１５を乗じて得た数

値以上の自動車のうち、窒素酸化物の排出量が平成１７年窒素酸化物排出許容限度の
４分の１を超えないもので省令附則第４条の６第４項に規定するもの 

(2) 車両総重量が２．５トンを超え３．５トン以下のバス又はトラックのうち、エネル
ギー消費効率が基準エネルギー消費効率以上で、かつ、窒素酸化物の排出量が平成１
７年窒素酸化物排出許容限度の２分の１を超えないもので省令附則第４条の６第５項
に規定するもの 

３ 前２項の規定は、第８９条第１項又は法第１２３条の規定により提出される申告書又
は修正申告書に、当該自動車の取得につき前２項の規定の適用を受けようとする旨その
他の省令附則第４条の６第６項に規定する事項の記載がある場合に限り、適用する。 

 附則第８条の４第１項中「法附則第１２条の２の４第１項各号」を「法附則第１２条の
２の７第１項各号」に、「法附則第１２条の２の４第２項」を「法附則第１２条の２の７
第２項」に改め、同条第２項中「法附則第１２条の２の４第１項各号」を「法附則第１２
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条の２の７第１項各号」に、「法附則第１２条の２の４第２項」を「法附則第１２条の２
の７第２項」に改め、同条第３項の表中「法附則第１２条の２の４第１項」を「法附則第
１２条の２の７第１項」に改める。 
 附則第８条の５中「平成３０年３月３１日までに第９２条第１項若しくは第２項に規定
する軽油の引取り、同条第３項の燃料炭化水素油の販売、同条第４項の軽油若しくは燃料
炭化水素油の販売、同条第５項の炭化水素油の消費若しくは第９３条第１項各号の軽油の
消費、譲渡若しくは輸入が行われた場合又は当該期間に軽油引取税の特別徴収義務者が第
９２条第６項の規定に該当するに至った場合における」を削り、「かかわらず」の次に「、
当分の間」を加え、同条の次に次の１条を加える。 
 （揮発油価格高騰時における軽油引取税の税率の特例規定の適用停止） 
第８条の６ 前条の規定の適用がある場合において、租税特別措置法第８９条第１項の規

定による告示の日の属する月の翌月の初日以後に第９２条第１項若しくは第２項に規定
する軽油の引取り、同条第３項の燃料炭化水素油の販売、同条第４項の軽油若しくは燃
料炭化水素油の販売、同条第５項の炭化水素油の消費若しくは第９３条第１項各号の軽
油の消費、譲渡若しくは輸入が行われた場合又は同日以後に軽油引取税の特別徴収義務
者が第９２条第６項の規定に該当するに至った場合における軽油引取税については、前
条の規定の適用を停止する。 

２ 前項の規定により前条の規定の適用が停止されている場合において、租税特別措置法
第８９条第２項の規定による告示の日の属する月の翌月の初日以後に第９２条第１項若
しくは第２項に規定する軽油の引取り、同条第３項の燃料炭化水素油の販売、同条第４
項の軽油若しくは燃料炭化水素油の販売、同条第５項の炭化水素油の消費若しくは第９
３条第１項各号の軽油の消費、譲渡若しくは輸入が行われた場合又は同日以後に軽油引
取税の特別徴収義務者が第９２条第６項の規定に該当するに至った場合における軽油引
取税については、前項の規定にかかわらず、前条の規定を適用する。 

 附則第９条第１項中「第３項において」を「第２項及び第３項において」に改め、「（ 
第２項において「電気自動車等」という。）」を削り、同項第１号中「平成９年３月３１
日」を「平成１１年３月３１日」に改め、同条第２号中「平成１１年３月３１日」を「平 
成１３年３月３１日」に改め、同条第２項の表以外の部分を次のように改める。 
 次に掲げる自動車に対する第１０１条第１項、第２項及び第４項の規定の適用について
は、当該自動車が平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの間に新車新規登録
を受けた場合にあっては平成２３年度分の自動車税に限り、当該自動車が平成２３年４月
１日から平成２４年３月３１日までの間に新車新規登録を受けた場合にあっては平成２４
年度分の自動車税に限り、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、同表
の右欄に掲げる字句にそれぞれ読み替えるものとする。 

(1) 電気自動車 
(2) 次に掲げる天然ガス自動車 

ア 道路運送車両法第４０条第３号に規定する車両総重量（以下この号及び次項にお
いて「車両総重量」という。）が３．５トン以下の天然ガス自動車のうち、同法第
４１条の規定により平成１７年１０月１日以降に適用されるべきものとして定めら
れた自動車排出ガスに係る保安上又は公害防止その他の環境保全上の技術基準（以
下この項において「排出ガス保安基準」という。）で省令附則第５条の２第１項に
規定するもの（以下この号及び次項において「平成１７年天然ガス軽量車基準」と
いう。）に適合し、かつ、窒素酸化物の排出量が平成１７年天然ガス軽量車基準に
定める窒素酸化物の値の４分の１を超えないもので省令附則第５条の２第２項に規
定するもの  

イ 車両総重量が３．５トンを超える天然ガス自動車のうち、道路運送車両法第４１
条の規定により平成１７年１０月１日以降に適用されるべきものとして定められた
排出ガス保安基準で省令附則第５条の２第３項に規定するもの（以下この号及び次
項において「平成１７年天然ガス重量車基準」という。）に適合し、かつ、窒素酸
化物の排出量が平成１７年天然ガス重量車基準に定める窒素酸化物の値の１０分の
９を超えないもので省令附則第５条の２第４項に規定するもの 

(3) 充電機能付電力併用自動車（電力併用自動車（内燃機関を有する自動車で併せて電
気その他の省令附則第５条の２第５項に規定するものを動力源として用いるものであ
って、廃エネルギーを回収する機能を備えていることにより大気汚染防止法第２条第
１４項に規定する自動車排出ガスの排出の抑制に資するもので省令附則第５条の２第
６項に規定するものをいう。）のうち、動力源として用いる電気を外部から充電する
機能を備えているもので省令附則第５条の２第７項に規定するものをいう。） 

(4) エネルギーの使用の合理化に関する法律第８０条第１号に規定するエネルギー消費
効率（以下この条において「エネルギー消費効率」という。）が同法第７８条第１項
の規定により定められる製造事業者等の判断の基準となるべき事項を勘案して省令附
則第５条の２第８項各号に規定するエネルギー消費効率（以下この条において「基準
エネルギー消費効率」という。）に１００分の１２５を乗じて得た数値以上の自動車
のうち、窒素酸化物の排出量が道路運送車両法第４１条の規定により平成１７年１０
月１日以降に適用されるべきものとして定められた排出ガス保安基準に定める窒素酸
化物の値で省令附則第５条の２第９項各号に規定するもの（次項及び第４項において
「平成１７年窒素酸化物排出許容限度」という。）の４分の１を超えないもので同条
第１０項に規定するもの 

 附則第９条第３項第２号を次のように改める。 
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(2) 次に掲げる天然ガス自動車 
ア 車両重量が３．５トン以下の天然ガス自動車のうち、平成１７年天然ガス軽量車

基準に適合し、かつ、窒素酸化物の排出量が平成１７年天然ガス軽量車基準に定め
る窒素酸化物の値の４分の１を超えないもので省令附則第５条の２第１１項に規定
するもの 

イ 車両重量が３．５トンを超える天然ガス自動車のうち、平成１７年天然ガス重量
車基準に適合し、かつ、窒素酸化物の排出量が平成１７年天然ガス重量車基準に定
める窒素酸化物の値の１０分の９を超えないもので省令附則第５条の２第１２項に
規定するもの 

 附則第９条第４項中「１００分の１１０」を「１００分の１１５」に、「第５条の２第
９項」を「第５条の２第１４項」に、「（第２項」を「（前項」に、「平成１８年４月１
日から平成１９年３月３１日まで」を「平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日ま
で」に、「平成１９年度分」を「平成２２年度分」に改め、「、当該自動車が平成１９年
４月１日から平成２０年３月３１日までの間に新車新規登録を受けた場合にあっては平成
２０年度分の自動車税に限り」を削り、同条第５項を削る。 
 附則第１４条中「及び当該解散による清算所得に対する法人税割」を削る。 
 附則第１８条中「及び同日以後の解散（合併による解散を除く。）による清算所得に対
する法人の事業税（清算所得に対する法人の事業税を課される法人の清算中の事業年度に
係る法人の事業税及び残余財産の一部の分配又は引渡しにより納付すべき法人の事業税を
含む。）」を削る。 
   附 則 
 （施行期日） 
１ この条例は、平成２２年４月１日から施行する。ただし、第３７条、第３８条、第４

０条、第４１条、第４３条、第６５条及び附則第６条の３、附則第８条の２、附則第１
４条及び附則第１８条の改正規定並びに次項、附則第３項及び附則第５項から附則第１
２項までの改正規定は、平成２２年１０月１日から施行する。 

 （県民税に関する経過措置） 
２ この条例の規定（附則第１項ただし書に規定する改正規定に限る。）による改正後の

熊本県税条例の規定中法人の県民税に関する部分は、平成２２年１０月１日以後に合併、
分割、現物出資若しくは現物分配（所得税法等の一部を改正する法律（平成２２年法律 

 第６号。以下「所得税法等改正法」という。）第２条の規定による改正後の法人税法（昭
和４０年法律第３４号。以下「１０月新法人税法」という。）第２条第１２号の６に規
定する現物分配をいい、残余財産の分配にあっては同日以後の解散によるものに限る。）
が行われる場合、同日以後に解散（合併による解散及び破産手続開始の決定による解散
を除く。）若しくは破産手続開始の決定が行われる場合又は同日以後に解散する法人の 

 残余財産が確定する場合における各事業年度分の法人の県民税及び各連結事業年度分の
法人の県民税について適用し、同日前に合併、分割、現物出資若しくは事後設立（所得
税法等改正法第２条の規定による改正前の法人税法（以下「１０月旧法人税法」という。） 

 第２条第１２号の６に規定する事後設立をいう。）が行われた場合又は同日前に解散（合
併による解散を除く。）が行われた場合における各事業年度分の法人の県民税及び各連
結事業年度分の法人の県民税については、なお従前の例による。 

 （事業税に関する経過措置） 
３  別段の定めのあるものを除き、この条例の規定（附則第１項ただし書に規定する改正

規定に限る。）による改正後の熊本県税条例の規定中法人の事業税に関する部分は、平
成２２年１０月１日以後に合併、分割、現物出資若しくは現物分配（１０月新法人税法
第２条第１２号の６に規定する現物分配をいい、残余財産の分配にあっては同日以後の
解散によるものに限る。）が行われる場合、同日以後に解散（合併による解散及び破産
手続開始の決定による解散を除く。）若しくは破産手続開始の決定が行われる場合又は
同日以後に解散する法人の残余財産が確定する場合における各事業年度に係る法人の事
業税について適用し、同日前に合併、分割、現物出資又は事後設立（１０月旧法人税法
第２条第１２号の６に規定する事後設立をいう。）が行われた場合における各事業年度
に係る法人の事業税及び同日前の解散（合併による解散を除く。）による清算所得に対
する事業税については、なお従前の例による。 

 （不動産取得税に関する経過措置）  
４ 改正後の熊本県税条例（以下「新条例」という。）の規定中不動産取得税に関する部

分は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後の不動産の取得に対して課
すべき不動産取得税について適用し、施行日前の不動産の取得に対して課する不動産取
得税については、なお従前の例による。 

 （県たばこ税に関する経過措置） 
５ 平成２２年１０月１日（次項及び第８項において「指定日」という。）前に課した、

又は課すべきであった県たばこ税については、なお従前の例による。 
６ 指定日前に熊本県税条例第６４条第１項の売渡し又は同条第２項の売渡し若しくは消

費等（地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第７４条の６第１項第１号及び第２号に
規定する売渡しを除く。）が行われた製造たばこを指定日に販売のため所持する卸売販
売業者等（新条例第６４条第１項に規定する卸売販売業者等をいう。以下この項及び第
１２項において同じ。）又は小売販売業者がある場合において、これらの者が所得税法
等改正法附則第３９条第１項の規定により製造たばこの製造者として当該製造たばこを
指定日にこれらの者の製造たばこの製造場から移出したものとみなして同項の規定によ
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りたばこ税を課されることとなるときは、これらの者が卸売販売業者等である場合には
県の区域内に所在する貯蔵場所において所持している当該製造たばこ、これらの者が小
売販売業者である場合には県の区域内に所在する当該製造たばこを直接管理する当該小
売販売業者の営業所において所持している当該製造たばこに限り、これらの者が卸売販
売業者等として当該製造たばこを指定日に県の区域内に営業所の所在する小売販売業者
に売り渡したものとみなして、これらの者に県たばこ税を課する。この場合における県
たばこ税の課税標準は、当該売り渡したものとみなされる製造たばこの本数とし、次の
各号に掲げる製造たばこの区分に応じ当該各号に定める税率により県たばこ税を課する。 
(1) 製造たばこ（次号に掲げる製造たばこを除く。） １，０００本につき４３０円 
(2) 新条例附則第８条の２に規定する紙巻たばこ １，０００本につき２０５円 

７ 前項の規定による県たばこ税の課税地は、同項の貯蔵場所又は小売販売業者の営業所
の所在地とし、知事は、当該県たばこ税の賦課徴収に関する事務（附則第１２項に規定
する当該県たばこ税額に相当する金額の控除又は還付に関する事務を除く。）を、新条
例第３条第２項の規定にかかわらず、当該課税地を管轄する地域振興局長又は熊本県税
事務所長（次項及び附則第９項において「地域振興局長等」という。）に委任する。 

８ 附則第６項に規定する者は、同項に規定する貯蔵場所又は小売販売業者の営業所ごと
に、地方税法施行規則の一部を改正する省令（平成２２年総務省令第２７号。以下「平
成２２年改正省令」という。）附則第２条第１項に規定する様式によって、次に掲げる
事項を記載した申告書を指定日から起算して１月以内に、地域振興局長等に提出しなけ
ればならない。 
(1) 所持する製造たばこの区分（たばこ税法（昭和５９年法律第７２号）第２条第２項

に規定する製造たばこの区分をいう。以下この号において同じ。）及び区分ごとの数
量並びに当該数量により算出した県たばこ税の課税標準となる製造たばこの本数 

(2) 前号の本数により算定した附則第６項の規定による県たばこ税額 
(3) その他参考となるべき事項 

９ 附則第６項に規定する者が、前項の規定による申告書を、地方税法等の一部を改正す
る法律（平成２２年法律第４号。以下「地方税法等改正法」という。）附則第１２条第
３項に規定する市町村たばこ税に係る申告書又は所得税法等改正法附則第３９条第２項
に規定するたばこ税に係る申告書と併せて、これらの規定に規定する市町村長又は税務
署長に提出したときは、その提出を受けた市町村長又は税務署長は、前項の規定による
申告書を受理することができる。この場合においては、当該申告書は、課税地の地域振
興局長等に提出されたものとみなす。 

１０ 附則第８項の規定による申告書を提出した者は、平成２３年３月３１日までに、当
該申告書に記載した同項第２号に掲げる県たばこ税額に相当する金額を納付しなければ
ならない。 

１１ 附則第６項の規定により県たばこ税を課する場合には、同項から前項までに規定す
るもののほか、新条例第６４条の３第２項中「前項」とあるのは「熊本県税条例の一部
を改正する条例（平成２２年熊本県条例第２７号。以下「平成２２年改正条例」という。 
）附則第８項」と、新条例第６６条の２第５項中「申告納税者」とあるのは「平成２２
年改正条例附則第８項の規定による申告書を提出した者」と、「法第７４条の１２第２
項」とあるのは「地方税法等の一部を改正する法律（平成２２年法律第４号）附則第６
条第６項により読み替えて適用する法第７４条の１２第２項」と、「省令第１６号様式
又は第１６号の３様式」とあるのは「地方税法等の一部を改正する法律施行規則（平成
２２年総務省令第２７号）附則別記第１号様式」と読み替えて、新条例の規定中たばこ
税に関する部分（新条例第６６条の２第１項から第４項まで及び第６６条の４の規定を
除く。）を適用する。 

１２ 卸売販売業者等が、販売契約の解除その他やむを得ない理由により、県の区域内に
営業所の所在する小売販売業者に売り渡した製造たばこのうち、附則第６項の規定によ
り県たばこ税を課された、又は課されるべきものの返還を受けた場合には、当該県たば
こ税に相当する金額を、地方税法等改正法第１条の規定による改正後の地方税法第７４
条の１４の規定に準じて、同条の規定による当該製造たばこにつき納付された、又は納
付されるべき県たばこ税額に相当する金額に係る控除又は還付に併せて、当該卸売販売
業者等に係る県たばこ税額から控除し、又は当該卸売販売業者等に還付する。この場合
において、当該卸売販売業者等が新条例第６６条の２第１項から第４項までの規定によ
り熊本県税事務所長に提出すべき申告書には、平成２２年改正省令附則第２条第３項に
定めるところにより、当該返還に係る製造たばこの品目ごとの数量についての明細を記
載した書類を添付しなければならない。 

 （自動車取得税に関する経過措置） 
１３ 新条例の規定中自動車取得税に関する部分は、施行日以後の自動車の取得に対して

課すべき自動車取得税について適用し、施行日前の自動車の取得に対して課する自動車
取得税については、なお従前の例による。 

 （軽油引取税に関する経過措置） 
１４ 新条例附則第８条の４第１項の規定は、施行日以後に新条例第９２条第１項又は第

２項に規定する軽油の引取りが行われた場合において課すべき軽油引取税について適用
し、適用日前に改正前の熊本県税条例（以下「旧条例」という。）第９２条第１項又は
第２項に規定する軽油の引取りが行われた場合において課する軽油引取税については、
なお従前の例による。 

１５ この条例の施行の際現にされている旧条例附則第８条の４第２項の規定において読
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み替えて準用する旧条例第９８条の４第１項の規定による免税軽油使用者証の交付の申
請は、新条例附則第８条の４第２項において読み替えて準用する新条例第９８条の４第
１項の規定による免税軽油使用者証の交付の申請とみなす。 

１６ この条例の施行の際現に旧条例附則第８条の４第２項の規定において読み替えて準
用する旧条例第９８条の４第２項の規定により交付を受けている免税軽油使用者証は、
新条例附則第８条の４第２項の規定において読み替えて準用する新条例第９８条の４第
２項の規定により交付を受けた免税軽油使用者証とみなす。 

１７ この条例の施行の際現にされている旧条例附則第８条の４第２項の規定において読
み替えて準用する旧条例第９８条の４第４項の規定による免税証の交付の申請は、新条
例附則第８条の４第２項において読み替えて準用する新条例第９８条の４第４項の規定
による免税証の交付の申請とみなす。 

１８ この条例の施行の際現に旧条例附則第８条の４第２項の規定において読み替えて準
用する旧条例第９８条の４第７項の規定により交付を受けている免税証は、新条例附則
第８条の４第２項の規定において読み替えて準用する新条例第９８条の４第７項の規定
により交付を受けた免税証とみなす。  

 （自動車税に関する経過措置） 
１９ 新条例附則第９条の規定は、平成２２年度以後の年度分の自動車税について適用し、

平成２１年度分までの自動車税については、なお従前の例による。 
 

 
 熊本県工場等設置奨励条例及び熊本県税特別措置条例の一部を改正する条例をここに公
布する。 
  平成２２年３月３１日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
熊本県条例第２８号 
   熊本県工場等設置奨励条例及び熊本県税特別措置条例の一部を改正する条例 
 （熊本県工場等設置奨励条例の一部改正） 
第１条 熊本県工場等設置奨励条例（昭和３９年熊本県条例第６号）の一部を次のように 
 改正する。 
 第２条第１号中「情報通信技術利用業」を「情報通信技術利用事業」に改め、同条中第
３号を削り、第４号を第３号とし、第５号を第４号とし、第６号を第５号とする。 
 第３条第１項中「次の」の次に「各号の」を加え、同項中第２号を削り、第３号を第２
号とし、第４号を第３号とし、第５号を第４号とする。 
 （熊本県税特別措置条例の一部改正） 
第２条 熊本県税特別措置条例（昭和３９年熊本県条例第５号）の一部を次のように改正 
 する。 
 第１条中「、農村地域工業等導入促進法（昭和４６年法律第１１２号）第２条第１項に
規定する農村地域のうち同法第１０条の総務省令で定める地区（以下「農村工業等導入地
区」という。）内において、工業等の用に供する設備を新設し、若しくは増設した者」を
削り、「（以下「過疎地域」という。）内において、製造の事業、ソフトウェア業」を、
「（以下「過疎地域」という。）内において、製造の事業、情報通信技術利用事業」に改
める。 
 第４条の２中「ソフトウェア業」を「情報通信技術利用事業」に、「事業税、不動産取
得税又は固定資産税のうち、それぞれ次の各号に定めるもの」を「次の各号に掲げる税目
の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める税」に改め、同条第１号ア及びイ以外の部分を
次のように改める。 
 (１) 事業税 次のア又はイに掲げる事業税 
 第４条の２第１号中「平成２２年３月３１日」を「平成２３年３月３１日」に改める。 
 第４条の３を次のように改める。 
第４条の３ 削除 
 第４条の６第１号中「租税特別措置法第４３条の３第１項又は第６８条の１８第１項の
規定の適用を受ける減価償却資産である家屋及び償却資産であって、取得価額の合計額が
２，９００万円を超えるもの」を「山村振興法第１４条の地方税の不均一課税に伴う措置
が適用される場合等を定める省令（平成３年自治省令第８号）第３条第１項に規定する家
屋及び償却資産」に改め、同条第２号中「租税特別措置法第４３条の３第１項又は第６８
条の１８第１項の規定の適用を受ける」を「山村振興法第１４条の地方税の不均一課税に
伴う措置が適用される場合等を定める省令第３条第２項に規定する」に改める。 
 第４条の１２中「平成２２年３月３１日」を「平成２４年３月３１日」に改める。 
 第５条中「、第４条の３」及び「、農村地域工業等導入促進法第１０条」を削る。 
 第６条から第８条までの規定中「第４条の２から第４条の４まで」を「第４条の２、第
４条の４」に改める。 
   附 則 
 （施行期日） 
１ この条例は、平成２２年４月１日から施行する。 
 （経過措置） 
２ 第２条の規定による改正後の熊本県税特別措置条例第４条の２の規定は、この条例の 
 施行の日（以下「施行日」という。）以後に過疎地域内において製造の事業、情報通信 
 技術利用事業又は旅館業（下宿営業を除く。）の用に供する設備を新設し、又は増設し 
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 た者に対して課すべき事業税、不動産取得税及び固定資産税並びに過疎地域内において 
 畜産業又は水産業を行う個人に対して施行日以後に課すべき事業税について適用し、施 
 行日前に過疎地域内において製造の事業、ソフトウェア業又は旅館業（下宿営業を除く。）

の用に供する設備を新設し、又は増設した者に対して課すべき事業税、不動産取得税及
び固定資産税並びに過疎地域内において畜産業又は水産業を行う個人に対して施行日前
に課すべき事業税については、なお従前の例による。 

３ 平成２１年１２月３１日以前に農村地域工業等導入促進法（昭和４６年法律第１１２
号）第２条第１項に規定する農村地域のうち同法第１０条の総務省令で定める地区内に
おいて、工業等の用に供する設備のうち同法第１０条の総務省令で定めるものを新設し、
又は増設した者に対して課する事業税、不動産取得税及び固定資産税については、なお
従前の例による。 
 

 
 県立学校の授業料等徴収条例の一部を改正する条例をここに公布する。 
  平成２２年３月３１日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
熊本県条例第２９号 
   県立学校の授業料等徴収条例の一部を改正する条例 
 県立学校の授業料等徴収条例（昭和２３年熊本県条例第１８号）の一部を次のように改
正する。 
 附則に次の１項を加える。 
 知事は、第２条の規定にかかわらず、平成２２年度以降に係る授業料について、その徴
収を猶予するものとする。ただし、同条第１項第４号に掲げる高等学校専攻科の授業料に
ついては、この限りでない。 
   附 則 
 この条例は、平成２２年４月１日から施行する。 
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